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はじめに
　本稿の目的は，財務報告において金融商品の流動性リスクをどのように扱う
ことができるかを開示面と測定面から検討することである。
　後述するように，2005年に公表された IFRS 第７号では，流動性リスクの開
示規定が設けられており，また FASB も2012年に６月に公開草案「流動性リ
スクおよび金利リスクの開示」を公表した。このように，近年，財務報告にお
ける流動性リスクの扱いが重視される傾向が強まっている。その理由として
は，金融商品の公正価値評価の範囲の拡大や金融危機といったことがあると思
われる。
　そこで，本稿では，財務報告における金融商品の流動性リスクの扱いについ
て検討する。本稿の構成は，次のとおりである。第１節では，金融リスクの概
念と種類を示すとともに，会計における流動性リスクの位置づけを確認する。
第２節では，流動性リスクの扱いに関して，日本基準，米国基準および国際会
計基準の規定を概観する。第３節では，流動性リスクを２つに分類し，それぞ
れの流動性リスクに対して考えられる会計処理を開示面と測定面から考察す
る。最後に，本稿を要約して，今後の課題を示す。
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１．金融リスクの概念と種類─会計上の流動性リスクの位置づけ─
　金融リスク（financial risk）の定義や範囲に関しては，分野や論者によって
異なる。そこで，本節では，討議資料や会計基準等をもとに，金融リスクの概
念と種類の整理を試みる。
1. 1　金融リスクの概念
　日本の「金融商品に関する会計基準」（以下，「金融商品会計基準」という）
には，金融リスクの定義はない。また，企業会計基準適用指針第19号「金融商
品の時価等の開示に関する適用指針」（以下「適用指針第19号」という）にも，
金融リスクの定義はない。
　金融商品に関連する国際会計基準（IFRS 第７号「金融商品：開示」，IFRS
第９号「金融商品：認識及び測定」，IAS 第32号「金融商品：表示」，IAS 第39
号「金融商品：認識および測定」の４つ）には，金融リスクの定義はない。た
だし，IFRS 第７号の「財務諸表利用者が，報告期間の末日現在で晒されてい
た金融商品から生じるリスクの性質および程度について評価することができる
ような情報を開示することが要求されている」（par. 31）という文脈から推測
すると，IFRS 第７号では，「金融商品から生じるリスク」を金融リスクと捉
えているものと思われる。
　一方，JWG（2000）では，「金融リスクは，企業が保有または発行している
金融商品が有しているあらゆるリスク」（par. 14）と定義されている⑴。
─────────────────
⑴　同様の定義を行っているものとして，吉田（2003）では，「金融商品から生じる将来キャッシュ・
フローに影響を与えるリスク」（99頁），小野（2002）では，「金融取引およびその取引の結果生じ
る金融商品の保有に伴って損失を被る可能性」（20頁）と説明されている。これらの定義と若干異
なるものとして，有馬（2003）では，「経済主体の資産や所得等の価値に影響を与える可能性のあ
る不確実性」（56頁）と定義されている。
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1. 2　金融リスクの種類
　ここでは，討議資料や会計基準等が，金融リスクの種類としてどのようなリ
スクを列挙しているかを整理する。
⑴　討議資料等
　IASC（1997，par. 2. 4. 4）と JWG（2000，par. 14）で列挙されている金融
リスクの種類は，図表１のとおりである。
図表１　IASC（1997）と JWG（2000）における金融リスクの種類と定義
金融リスクの種類 IASC（1997）の定義 JWG（2000）の定義
為替リスク
外国為替レートの変化に伴って，金融商品
の価値が変動する場合に生じるリスク
為替レートの変動によって資産ま
たは負債の価値が変動するリスク
信用リスク
金融商品の一方の当事者がその商品に表章
された契約上の義務を履行できず，このた
め，もう一方の当事者に損失が生じるリスク
ある当事者がその契約上の義務を
履行できず，それにより他の当事
者に損失を生じさせるリスク
金利リスク
金融商品の価値が利子率の変化によって影
響を受ける場合に生じるリスク
基礎金利の変動によって資産また
は負債の公正価値またはキャッ
シュ・フローが変動するリスク
市場リスク
金融商品の価値が特定の商品あるいは商品
の発行者に特有な要素によって，あるいは
一般的な市場の状況によって影響される場
合に生じるリスク
記述なし
流動性リスク
少なくともコストを負担しないではポジ
ションがすぐに手仕舞えないことによっ
て，損失が発生するかもしれないリスク
ポジションを速やかに解消させる
ことができないために損失が発生
するかもしれないリスク
⑵　日本の会計基準
　日本の「金融商品会計基準」には，金融リスクの種類は列挙されていない。
一方，「適用指針第19号」の第３項で列挙されている金融リスクの種類は，図
表２のとおりである。
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図表２　「適用指針第19号」における金融リスクの種類と定義
金融リスクの種類 定　　　　　　　義
信用リスク 取引相手先の契約不履行に係るリスク
市場リスク 市場価格の変動に係るリスク
資金調達に係る流動性リスク 支払期日に支払いを実行できなくなるリスク
⑶　IFRS 第７号
　IFRS 第７号で列挙されている金融リスクの種類は，図表３のとおりである
（Appendix A）⑵。
図表３　IFRS 第７号における金融リスクの種類と定義
金融リスクの種類 定　　　　　　　　　　　義
（1）信用リスク
金融商品の一方の当事者が債務不履行となり，もう一方の当事者が財務
的損失を被ることとなるリスク
（2）流動性リスク 企業が金融負債に関連する債務を履行するにあたり困難に直面するリスク
（3）市場リスク
市場価格の変動により金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フ
ローが変動するリスク。市場リスクには，為替リスク，金利リスク，そ
の他の価格リスクの３種類のリスクが含まれる
①為替リスク
金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが外国為替レートの
変化によって変動するリスク
②金利リスク
金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが市場金利の変化に
よって変動するリスク
③その他の価格リスク
金融商品の公正価値または将来キャッシュ・フローが，市場価格の変動
（金利リスクまたは為替リスクにより生じる変動以外）により変動する
リスク
　上述した討議資料や会計基準で列挙されている金融リスクの種類をまとため
たものが，図表４である（列挙されている金融リスクは○，されていない金融
リスクは×で表している）。
─────────────────
⑵　IAS 第32号では，（1）市場リスク（市場リスク自体の定義はないが，種類として為替リスク，公
正価値金利リスクおよび価格リスクの３種類が列挙されている），（2）信用リスク，（3）流動性リス
ク，（4）キャッシュ・フロー金利リスクが列挙されていた（par. 52）。金利リスクを公正価値金利リ
スクとキャッシュ・フロー金利リスクの２つに分類している点が，IFRS 第７号とは異なる。
1014
701金融商品の流動性リスクと財務報告
図表４　例示されている金融リスクの種類の比較
IASC（1997） JWG（2000）
日本基準
（適用指針第19号）
国際会計基準
（IFRS 第７号）
信用リスク ○ ○ ○ ○
流動性リスク ○ ○ ○ ○
市場リスク ○ × ○ ○
為替リスク ○ ○ × ○
金利リスク ○ ○ × ○
　以上のことから，金融商品会計の分野では，金融リスクの種類として，信用
リスク，市場リスクおよび流動性リスクの３つを対象とすることが一般的で
あったと考えられる⑶。そこで，次節において，国内外の会計基準が流動性リ
スクをどのように扱ってきたかを概観する。
２．流動性リスクに関する会計基準
　本節では，流動性リスクに関する国内外の会計基準を比較検討することによ
り，その特徴や相違点を明らかにする。
2. 1　日本基準
　「金融商品会計基準」には，流動性リスクに関する規定はない。一方，「適用
指針第19号」では，「借入金等の金融負債が，特定の企業または企業集団に著
─────────────────
⑶　古賀（2000，93頁），吉田（2003，99頁）などで同様の指摘がされている。一方で，信用リスク，
市場リスクおよび流動性リスクの３つ以外のリスク（オペレーショナル・リスクやリーガル・リス
ク）を金融リスクに含める見解も多数ある。たとえば，オペレーショナル・リスクを金融リスクに
含めているものとしては，山下（2000），小田（2001），田中（2003），有馬（2003）などがある。
また，2004年６月に国際決済銀行（BIS）のバーゼル銀行監督委員会が公表したバーゼルⅡによっ
て，オペレーショナル・リスクが独立のリスク項目として初めて採用され，すべての銀行は自己資
本比率算定に際してオペレーショナル・リスク量を何らかの形で計量化することとなった。このよ
うに，オペレーショナル・リスクについては，金融（機関）の文脈では金融リスクの一種として扱
うのが一般的であるのに対して，会計基準では金融リスクの範疇に含めていない点が対照的である
と思われる。
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しく集中している場合には，資金調達に係る流動性リスクが高いという見方も
あるため，その概要を記載することが望ましい」（第14項）とされており，一
定の場合には，流動性リスクの概要を記載することが奨励されている⑷。また，
社債明細表や借入金等明細表において，社債や借入金の満期区分ごとの開示は
行われている（企業の借入金等明細表の開示例は付表１を参照されたい）。
2. 2　国際会計基準
　国際会計基準では，IFRS 第７号において流動性リスクに関する開示が規定
されている。IFRS 第７号では，すべての企業は，定性的開示として金融商品
から生じるリスクの種類ごとに，以下の情報を開示しなければならない（par. 
33）。
①　リスクに対するエクスポージャーおよび当該リスクがどのように生じたか
②　リスクを管理する企業の目的，方針，手続きおよびリスクの測定に使用
される方法
③　①または②について，過年度からの変更の内容および理由
　さらに，流動性リスクに関する定量的情報としては，以下の情報を開示しな
ければならない（par. 39）。
①　金融負債について残りの契約上の満期を示す満期分析
②　①に固有の流動性リスクの管理方法の説明
─────────────────
⑷　「適用指針第19号」の参考資料において，次のような開示例が紹介されている。「営業債務や借入
金は，流動性リスクにさらされていますが，当社グループでは，各社が月次に資金繰り計画を作成
するなどの方法により管理しています」，「当社は，各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金
繰り計画を作成・更新するとともに，手許流動性を連結売上高の○か月分相当に維持することなど
により，流動性リスクを管理しております」，「当社グループは，ALMを通して，適時にグループ
全体の資金管理を行うほか，資金調達手段の多様化，複数の金融機関からのコミットメントライン
の取得，市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって，流動性リスクを管理してい
る」。
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2. 3　米国基準
　現行の「金融商品」（Topic825）においては，金融商品の公正価値，信用リ
スクの集中および市場リスクの３つに関しての開示が求められており，流動性
リスクに関する開示規定はない。
　2012年６月に FASB は，会計基準書アップデート（ASU）「金融商品
（Topic825）：流動性リスクおよび金利リスクの開示」を公表した⑸。ASUは，
流動性リスクと金利リスクに関して，定性的および定量的情報を開示すること
を提案している⑹。流動性リスクについて求められる開示項目は，その報告企
業が金融機関⑺か否かによって以下のように異なる（ASUで提案される開示
例は，付表２～５を参照されたい）。
　金融機関は，①予想される満期別に分類された金融資産および金融負債（オ
フバランス項目を含む）の帳簿価額（流動性ギャップ満期分析），②利用可能
な流動性資金に関する情報⑻を表形式で開示しなければならない。なお，預金
取扱金融機関は，これらに加えて，「予想される満期別に，定期預金に関する
情報（直近の４四半期中における資金調達コスト⑼を含む）」が求められる。
　非金融機関は，①予想される満期別に，予想されるキャッシュ・フロー債務
─────────────────
⑸　このASUは，2010年５月に公表されたASU「金融商品に関する会計処理，並びに，デリバティ
ブ金融商品及びヘッジ活動に関する会計処理の改訂」に寄せられたコメントで，信用リスク，流動
性リスクおよび金利リスクに関する開示の改善が重要であるとの指摘を反映させたものである。な
お，FASBは，金利リスク以外の市場リスクについても検討したが，流動性リスクと金利リスクに
対する要望が多かったため，この２つのリスクに焦点を当てたとしている。なお，コメント期限は
2012年９月25日であった。
⑹　流動性リスクに関する開示はすべての企業に適用されるのに対して，金利リスクに関する開示は
金融機関のみに適用される。
⑺　ASUでは，金融機関とは，主要な事業活動が①資産から得られる受取利息と借入資金に係る支
払利息との差額を稼得することが主たる収益源である，または，②保険を提供する，のいずれかで
ある事業体または報告セグメントとされている。
⑻　具体例として，抵当に入っていない現金（unencumbered cash），流動性の高い資産および信用
枠といった利用可能な借入れが挙げられている。
⑼　具体例として，定期預金の発行およびブローカー預金の獲得から生じるコストが挙げられてい
る。
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（cash flow obligations）に関する情報，②利用可能な流動性資金に関する情報
を表形式で開示しなければならない。
　また，すべての企業は，当該企業の流動性リスク・エクスポージャーについ
て，定量的または定性的な情報⑽を開示しなければならない。
　ここで，IFRS第７号とASUの主たる相違点を示すと，図表５のようになる。
図表５　流動性リスクの開示における IFRS 第７号とASUの主たる相違点
項目 IFRS 第７号 ASU
金融負債等に
関する満期分析
支払う可能性がある日のうち最も
早い日を基にして開示する。
契約上，可能であると予想される
満期日を基にして開示する。
区分して表示する期間区分を定め
ていない。
区分して表示すべき期間区分を定
めている。
金融機関に対する
別個の開示規定
金融機関に対する別個の開示規定
はない。
金融機関に対する別個の開示規定
がある。
　以上，本節では，流動性リスクに関する日本基準，米国基準および国際会計
基準の規定を比較検討した。そして，日本の「金融商品会計基準」には規定が
ないが「適用指針第19号」では，流動性リスクの開示が推奨されていること，
米国基準では2012年６月に流動性リスクに関する一定事項を開示する公開草案
が公表されたこと，国際会計基準（IFRS 第７号）では一定事項の開示が求め
られていること，ASUと IFRS 第７号には相違点もあることを示した。
３．流動性リスクと財務報告─２つの流動性リスクの扱い─
　本節では，流動性リスクを２つに分類し，それぞれのリスクをどのように扱
うことができるかを，測定面および開示面から考察する。
─────────────────
⑽　具体例として，金融資産・負債および利用可能な流動性資金の生起時点や金額に関する重要な変
更，変更の理由，変更への対応方法が挙げられている。
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3. 1　流動性リスクの分類
　ここまでは，流動性リスクを単一のリスクと考えて議論を展開してきた。し
かし，流動性リスクは，資金流動性リスクと市場流動性リスクの２つに分類さ
れることが多い⑾。前者は，予期せぬ資金の流出などにより，必要な資金確保
が困難になるまたは通常よりも不利な金利での資金調達を余儀なくされること
により損失を被るリスクである。後者は，市場の混乱等により，保有するポジ
ションを処分しようとする際に通常よりも不利な価格での取引を余儀なくされ
ることにより損失を被るリスクである⑿。
　ここで，上述した国内外の会計基準等が，流動性リスクをどちらの意味で用
いていたかを確認してみたい。
　IASC（1997）では，流動性リスクは，「少なくともコストを負担しないでは
ポジションが速やかに解消できないことによって，損失が発生するかもしれな
いリスク」と定義されており，この文脈からすると，市場流動性リスクが想定
されていたと考えられる。ただ，その後で「流動性リスクは，公正価値を実現
するために金融資産をすぐに売却することができないことから，または金融商
品の約定を果たすためにすぐに差入資金を用意することができないことから生
じる」と説明されている。起因理由の前者は市場流動性リスクのことであり，
後者は資金流動性リスクと考えられるので，両方の流動性リスクを想定してい
たとも読める⒀。
─────────────────
⑾　小田（2001，２頁），有馬（2003，56頁），可児（2006，８頁），東京リスクマネージャー懇談会（2011，
12頁）などが，このような分類を行っている。
⑿　これら２つの流動性リスクの関係について，小野（2002）は，「資金調達が困難になった場合でも，
流動性の高い国債を保有していれば，その国債を売却することで，必要な資金調達を行うことがで
きるので，これら２つの流動性リスクは密接に関連している」（25頁）と指摘している。
⒀　IAS 第32号にも同様の指摘ができる。IAS 第32号では，「流動性リスクは，資金調達リスクと呼
ばれることもあるが，金融商品に関連する約定を履行するための資金を調達する場合に困難に直面
するかもしれないリスクである。流動性リスクは，公正価値に近い価格で速やかに金融資産を売却
できない場合にも発生することがある」（par. 52）とされており，前段が資金流動性リスク，後段
が市場流動性リスクの説明である。
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　JWG（2000）では，流動性リスクは，「ポジションを速やかに解消させるこ
とができないために損失が発生するかもしれないリスク」と定義されていた。
この記述からすると，市場流動性リスクが想定されていたと考えられる。
　一方で，「適用指針第19号」における「支払期日に支払いを実行できなくな
るリスク（資金調達に係る流動性リスク）」，IFRS 第７号における「企業が金
融負債に関連する債務を履行するにあたり困難に直面するリスク」という定義
からすると，これらは資金流動性リスクについて言及していることがわかる。
また，FASB が公表したASUには流動性リスクの定義はないが，「流動性リ
スクに関する本提案は，報告企業が財務上の債務を履行する際に直面する可能
性があるリスクや不確実性に関する情報を提供するであろう」という記述から
推測すると，資金流動性リスクが想定されていると言えよう。このように，「適
用指針第19号」，IFRS 第７号およびFASBの ASUでは，流動性リスクのうち
資金流動性リスクが対象にされていると考えられる。
　以上をまとめたものが図表６である（IASC（1997）は，その定義や JWG
（2000）の類似性から市場流動性リスクと判断した）。
図表６　流動性リスクの分類と会計基準等が対象とする流動性リスク
　　　　　　　　資金流動性リスク…「適用指針第19号」，FASBの ASU，IFRS 第７号
流動性リスク
　　　　　　 市場流動性リスク…IASC（1997），JWG（2000）
　ここまでの検討から，以前は市場流動性リスクを想定していたのに対して，
近年は資金流動性リスクに焦点が当てられ，当該リスクに関する開示を充実さ
せる方向に向かっていることがうかがえる。
3. 2　流動性リスクへの会計的対応
　次に，流動性リスクに対しては，どのような会計的対応があるかを考察する。
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流動性リスクを含む金融リスクへの会計的対応としては，測定面での対応と開
示面での対応の２つに大別できると考えられる。
　測定面での対応とは，金融商品について，流動性リスクを反映させた金額（一
般的には，公正価値）で財務諸表に計上するものである⒁。金融商品の将来
キャッシュ・フローにリスクがある場合，このリスクは金融商品の公正価値に
反映される。たとえば，キャッシュ・フローの金額と生起時点が同一の債券（国
債）と債権（貸付金）を保有している場合，一般的には，国債の公正価値は貸
付金の公正価値よりも大きくなる。なぜならば，基本的には国債の信用リスク
は貸付金の信用リスクより小さいので，このリスクの差が公正価値に反映され
たるためである。また，流動性の高い金融商品の公正価値は，他の条件が同一
であれば，流動性の低い金融商品の公正価値よりも大きくなる。このように，
リスクの差異を会計数値に反映させるのが測定面での対応である。
　開示面での対応とは，金融商品の流動性リスクに関する情報を開示するもの
である。具体的には，流動性リスクに関する定量的および定性的情報の開示，
流動性リスクを会計数値に反映させた場合には，その測定基礎の開示といった
ことが挙げられる⒂。
─────────────────
⒁　本稿では，金融商品の測定属性として公正価値が有用であるとの前提に立って議論を進めること
とする。
⒂　ただ，その場合には，どのように開示するか（注記なのかMD&Aなのか）といった論点も生じ
る。リスク情報の開示箇所を財務諸表の一部（注記）とするという IFRS 第７号の公開草案に対し
ては，①リスク情報は，監査が困難であり，その費用も高くつく，②リスク情報は主観的で将来に
関するものであり，経営者の判断に基づくものであるから，財務諸表に織り込まれる情報とは異な
る。したがって，情報は，比較可能性，表現の忠実性および完全性の要件を満たさない，③リスク
情報は，財務諸表以外のMD&Aに織り込んだ方が，米国との整合性を図ることができるといった
理由から多くの反対意見が寄せられた（BC par. 43）。しかし，IASBは，リスク情報を財務諸表の
一部とすることを決定した。その理由は，リスク情報が財務諸表利用者にとって有用であり，金融
商品のリスク情報を開示しない財務諸表は不完全なものであり，財務諸表利用者に誤解を与える原
因になると判断したためである（BC par. 45）。
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3. 3　資金流動性リスクと財務報告
　まず，資金流動性リスクと金融資産の公正価値との関係について検討する⒃。
同一の金融資産を保有しているが，資金流動性リスクのみが異なる２社を考え
てみる。この場合，両社が保有する金融資産の公正価値は，同じになるであろ
う。なぜならば，当該金融資産の公正価値は，その資産に付随するリスクの影
響は受けるが，その資産を保有している会社の資金流動性リスクの影響を受け
ないからである。
　したがって，資金流動性リスクについては，当該リスクを金融商品の公正価
値に反映させるという測定面での対応はできないと考えられる⒄。そう考える
と，資金流動性リスクは，当該リスク情報が財務諸表利用者の意思決定に資す
る場合には，開示で対応すべきリスクに該当することになる⒅。
3. 4　市場流動性リスクと財務報告
　市場流動性リスクは，商品の市場形態（上場物か店頭物か）や商品形態（債
券か貸付金か）によって異なる。一般的には，上場物の市場流動性リスクは低
く，店頭物の市場流動性リスクは高くなる。また，同一のキャッシュ・フロー
をもたらす債券と貸付金を考えた場合，通常，流通性の高い前者の方が市場流
動性リスクは低く，流通性の低い後者の方が流動性リスクは高くなる。市場流
動性リスクと金融商品の公正価値の関係については，他の条件が同一であれ
─────────────────
⒃　一般的には，流動性リスクは資産について問題となることが多いので，金融資産に限定した。
⒄　吉田（2003）では，「流動性リスクと類似するリスクとして，借入金等の返済時期に対応した資
金が確保されない不確実性，取引所からの証拠金等に係る資金を用意できない不確実性に係る決済
リスクがある。決済リスクは，金融商品の契約自体から生じるものではなく，保有者の資金繰り等
に関連することから，ビジネスリスクに該当するため，金融商品の時価に反映させるリスクではな
い」（158頁）という指摘がある。ここでいう決済リスクと本稿の資金流動性リスクは同義と思われ
るので，この見解は，資金流動性リスクはそもそも金融リスクではないという立場に立っていると
いえよう。
⒅　IFRS 第７号，FASB の ASUおよび日本の「適用指針第19号」が資金流動性リスクについては
開示規定で対応しているのは，このような考えが背景にあるのかもしれない。
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ば，市場流動性リスクが低い商品の公正価値は高く，市場流動性リスクが高い
商品の公正価値は低くなる⒆。
　このように，保有している金融商品の公正価値は，市場流動性リスクの影響
を直接的に受けるので，測定面での対応がまず考えられる。そうであれば，次
に検討しなければならないことは，市場流動性リスクを常に公正価値に反映さ
せるのか，市場流動性リスクを公正価値に反映させる場合の具体的方法であ
る。
　前者については，次のように考えることができる。公正価値の定義を「測定
日において市場参加者間で秩序ある取引が行われた場合に，資産の売却によっ
て受け取るまたは負債を移転するために支払うであろう価格」とするならば，
通常の市場時における市場形態や商品形態の相違に起因する市場流動性リスク
は，金融資産の公正価値に反映させる必要がある。一方で，強制的にすべての
ポジションを即時解約するといった状態を想定した場合や市場流動性が著しく
低下した場合の市場流動性リスクは，「秩序ある取引が行われた場合」という
要件を満たさないので，公正価値に反映させるべきではないと考えられる。
　後者については，市場流動性リスクの計量方法として，ビッド・オファー価
格差を用いる方法などが提起されているが⒇，いまだ市場流動性リスクを公正
価値に反映させるための確立された方法は存在しないのが現状であろう21。そ
のため，現行の会計基準では市場流動性リスクに関する規定を設けていないと
も考えられる。ただ，将来的に，市場流動性リスクの計量方法がある程度信頼
性をもって確立され，実際に公正価値に反映させるようになった場合には，開
─────────────────
⒆　IASC（1997）では，「市場性のある金融商品と市場性のない金融商品の公正価値の唯一の違いは，
市場性のないものは流動性リスク，つまり，速やかにそのポジションを実現させることが相対的に
困難であるため，より少ない収入が実現するというリスクの影響を受けることであろう」（chapter5. 
2. 11 footnote）と説明されている。
⒇　この方法については，吉田（2003，158頁）を参照されたい。
21　小田（2001，２頁），有馬（2003，59頁）では，流動性リスクは重要な問題であるが，確立され
た計量方法はないと指摘している。
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示面での対応（どのような測定基礎を用いたかを開示する）も必要になると思
われる。
おわりに
　本稿は，財務報告における流動性リスクの扱いについて検討してきた。本稿
を要約すると，次のようになる。
　第１節では，討議資料や会計基準が列挙している金融リスクの種類について
調査した。その結果，金融商品会計の分野では，信用リスク，市場リスクおよ
び流動性リスクの３つが列挙されることが多いことを確認した。
　第２節では，流動性リスクに関する日本基準，米国基準および国際会計基準
の規定を概観した。その結果，日本の「金融商品会計基準」には規定がないが
「適用指針第19号」には規定があること，米国基準では2012年６月に流動性リ
スクに関する一定事項を開示する公開草案が公表されたこと，国際会計基準
（IFRS 第７号）では一定事項の開示が求められていることを示した。しかし，
開示内容に相違点もあり，国際的統一化を考えると，いまだ検討の余地が残さ
れているのも事実である。
　第３節では，流動性リスクを資金流動性リスクと市場流動性リスクに分類し
たうえで，測定面と開示面の観点から，それぞれの流動性リスクをどのように
扱うことができるかを検討した。その結果，資金流動性リスクは開示で対応す
べきリスクであり，通常の市場時における市場流動性リスクは，金融資産の公
正価値に反映させる必要があるとの結論に至った。
　今後の検討課題としては，以下のことが挙げられる。第１に，市場流動性リ
スクを公正価値に反映させる（換言すれば，リスクを金額に換算する）ための
具体的方法を提示することである22。これについては，ファイナンス分野での
─────────────────
22　その前段階として，市場が通常であるか否かの判断基準も必要であろう。
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研究成果を援用するといったことが考えられる。第２に，IFRS 第７号等が規
定する資金流動性リスクの開示情報や日本の借入金等明細表が財務諸表利用者
の意思決定に役立っているかどうかを実証的に分析することが挙げられる。そ
れにより，開示項目や開示方法を改善することができると思われる。
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【付表１】　A社の平成23年度における連結ベースでの借入金等明細表
区　　　　　分
当期首残高
（百万円）
当期末残高
（百万円）
平均利率
（％）
返済期限
短期借入金 54,148 50,581 1.52 ───
１年内に返済予定の長期借入金 71,406 17,355 1.07 ───
１年内に返済予定のリース債務 24,470 15,794 3.35 ───
長期借入金
（１年内に返済予定のものを除く）
64,969 81,926 1.03
平成25年４月30日～
平成28年12月26日
リース債務
（１年内に返済予定のものを除く）
26,775 27,735 3.49
平成25年４月６日～
平成93年８月28日
合計 241,708 193,391 ───
（注）　１．平均利率については，期末借入金等に対する利率を用いて算定しております。
　　　２ ．長期借入金及びリース債務（１年内に返済予定のものを除く）の連結決算日５年内にける
返済予定額は以下のとおりであります。
１年超２年内
（百万円）
２年超３年内
（百万円）
３年超４年内
（百万円）
４年超５年内
（百万円）
長期借入金 59,035 3,795 12,581 6,515
リース債務 10,881 6,769 3,957 2,112
　　　３ ．当社グループ（当社及び連結子会社）は特定融資枠（コミットメントライン）契約を締結
しております。
特定融資枠契約の総額 当期末借入残高 当期末未使用枠残高
197,566百万円 ─── ───
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×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
そ
の
他
定
期
預
金
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
短
期
借
入
金
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
長
期
借
入
金
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
連
邦
住
宅
貸
付
銀
行
借
入
金
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
劣
後
債
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
そ
の
他
借
入
金
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
そ
の
他
金
融
負
債
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
変
動
が
当
期
純
利
益
で
認
識
さ
れ
る
公
正
価
値
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
金
融
負
債
合
計
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
そ
の
他
の
負
債
　
×
×
株
主
資
本
　
×
×
負
債
及
び
株
主
資
本
合
計
＄
×
×
金
融
資
産
の
金
融
負
債
超
過
額
（
不
足
額
）
＄
×
×
＄（
×
×
）
＄（
×
×
）
＄（
×
×
）
＄
×
×
＄（
×
×
）
＄
×
×
＄
×
×
金
融
資
産
が
金
融
負
債
に
占
め
る
割
合
×
.×
％
×
.×
％
×
.×
％
×
.×
％
×
.×
％
×
.×
％
×
.×
％
×
.×
％
金
融
資
産
の
金
融
負
債
超
過
累
計
額
＄
×
×
＄（
×
×
）
＄（
×
×
）
＄（
×
×
）
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
オ
フ
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
・
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
及
び
義
務
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
　
─
─
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付
表
３
】　
定
期
預
金
の
発
行
　
以
下
は
，
預
金
取
扱
金
融
機
関
が
要
求
さ
れ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
債
務
の
開
示
例
で
あ
る
。
20
×
1年
12
月
31
日
に
終
了
し
た
12
か
月
間
に
発
行
さ
れ
た
銀
行
預
金
の
例
Q
4　
20
×
1
Q
3　
20
×
1
Q
2　
20
×
1
Q
1　
20
×
1
合
計
平
均
レ
ー
ト
平
均
期
限
合
計
平
均
レ
ー
ト
平
均
期
限
合
計
平
均
レ
ー
ト
平
均
期
限
合
計
平
均
レ
ー
ト
平
均
期
限
非
保
証
定
期
預
金
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
保
証
定
期
預
金
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
ブ
ロ
ー
カ
ー
預
金
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
＄
×
×
×
.×
％
×
.×
【
付
表
４
】　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
債
務
　
以
下
は
，
非
金
融
機
関
が
要
求
さ
れ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
債
務
の
開
示
例
で
あ
る
。
Q
1
Q
2
Q
3
Q
4
20
×
2
20
×
2
20
×
2
20
×
2
20
×
3
20
×
4－
20
×
6
20
×
7以
降
合
計
簿
価
に
対
す
る
修
正
簿
価
合
計
短
期
借
入
金
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
　
─
─
　
─
─
　
─
─
＄
×
×
＄（
×
×
）
＄
×
×
長
期
債
務
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
　
×
×
　（
×
×
）
　
×
×
利
息
支
払
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　（
×
×
）
　
×
×
リ
ー
ス
支
払
債
務
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　（
×
×
）
　
×
×
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　（
×
×
）
　
─
─
購
入
債
務
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　（
×
×
）
　
×
×
確
定
給
付
年
金
へ
の
拠
出
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
─
─
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　（
×
×
）
　
─
─
そ
の
他
の
債
務
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　（
×
×
）
　
×
×
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
×
×
　
─
─
　
×
×
債
務
合
計
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
＄
×
×
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【付表５】　利用可能な流動資金
　以下は，企業が要求される利用可能な流動資金の開示例である。
親会社 子会社 ブローカー／ディラー
利用可能な流動資金 ＄×× ＄×× ＄××
現金 　×× 　×× 　××
預金（有利息・無利息） 　×× 　×× 　××
国債 　×× 　×× 　××
公共機関負債証券 　×× 　×× 　××
借入れの利用可能性 　×× 　×× 　××
ABC信用枠における利用可能額 　×× 　×× 　××
受取債権購入契約における利用可能額 　×× 　×× 　××
XYZ信用枠における利用可能額 　×× 　×× 　××
利用可能資金合計 ＄×× ＄×× ＄××
1030
